
履歴書（評議員）
【個人情報の利用の目的】
所轄庁へ提出する役員等一覧表・本会役員等名簿の作成、本会役員会の運営に係る業務のみに利用し、
それ以外に用いることはありません。
　　年　　　月　　　日作成

	フリガナ
	
	印
	※氏名は自筆でご記入をお願いします。


	氏名
	
	
	

	生年月日
	　　　　年　　　月　　　日（満　　　歳）
	性別
	□男性　　□女性

	住所
	〒



	電話
	
	FAX
	

	携帯電話
	

	E-mail
	


 
 《現職》　※職歴とは別に記入してください。
	勤務先
	在職期間
	役職

	
	　　　年　　月　　日　～　現在
	

	
	
	

	
	
	



 《職歴》
	勤務先
	在職期間
	役職

	
	年    月    日～
      　　　　　　年    月    日
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


裏面もご記入をお願いします
《他法人の兼務状況》　（他法人での役員及び評議員の経歴）　※職歴とは別に記入してください。
	勤務先
	在職期間
	役職

	
	
	

	
	
	

	
	
	



《その他兼務状況》　（民生委員・任意団体等の役員歴）
	職務
	在職期間
	役職

	
	
	

	
	
	

	
	
	



《他の評議員及び役員との関係》　（別紙「理事・監事・評議員一覧」参照）
※下記の（1）及び（2）に該当する場合は記載してください。
	該当する評議員・役員の氏名
	関係（具体的内容…例：株式会社○○で役員と職員の関係）

	
	

	
	


（1）評議員のうちには、各評議員について、その配偶者又は三親等以内の親族その他各評議員と厚生労
働省令で定める特殊の関係がある場合に記載。
【参考：厚生労働省令　社会福祉法施行規則第二条の七（評議員のうちの各評議員と特殊の関係がある者）】
法第四十条第四項に規定する各評議員と厚生労働省令で定める特殊の関係がある者は、次に掲げる者とする。
一　当該評議員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者
二　当該評議員の使用人
三　当該評議員から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者
四　前二号に掲げる者の配偶者
五　第一号から第三号までに掲げる者の三親等以内の親族であって、これらの者と生計を一にするもの
六　当該評議員が役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものにあっては、その代表者又は管理人。以下この号及び次号において同じ。）若しくは業務を執行する社員である他の同一の団体（社会福祉法人を除く。）の役員、業務を執行する社員又は職員（当該評議員及び当該他の同一の団体の役員、業務を執行する社員又は職員である当該社会福祉法人の評議員の合計数の当該社会福祉法人の評議員の総数のうちに占める割合が、三分の一を超える場合に限る。）
七　他の社会福祉法人の役員又は職員（当該他の社会福祉法人の評議員となっている当該社会福祉法人の評議員及び役員の合計数が、当該他の社会福祉法人の評議員の総数の半数を超える場合に限る。）
八　次に掲げる団体の職員のうち国会議員又は地方公共団体の議会の議員でない者（当該団体の職員（国会議員又は地方公共団体の議会の議員である者を除く。）である当該社会福祉法人の評議員の総数の当該社会福祉法人の評議員の総数のうちに占める割合が、三分の一を超える場合に限る。）
イ　国の機関
ロ　地方公共団体
ハ　独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一項に規定する独立行政法人
ニ　国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条第一項に規定する国立大学法人又は同条第三項に規定する大学共同利用機関法人
ホ　地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第一項に規定する地方独立行政法人
へ　特殊法人（特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人であって、総務省設置法（平成十一年法律第九十一号）第四条第一項第九号の規定の適用を受けるものをいう。）又は認可法人（特別の法律により設立され、かつ、その設立に関し行政官庁の認可を要する法人をいう。）

（2）評議員のうちには、各役員について、その配偶者又は三親等以内の親族その他各役員と厚生労働省
令で定める特殊の関係がある場合に記載。
【参考：厚生労働省令　社会福祉法施行規則第二条の八（評議員のうちの各役員と特殊の関係がある者）】
法第四十条第五項に規定する各役員と厚生労働省令で定める特殊の関係がある者は、次に掲げる者とする。
一　当該役員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者
二　当該役員の使用人
三　当該役員から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者
四　前二号に掲げる者の配偶者
五　第一号から第三号までに掲げる者の三親等以内の親族であって、これらの者と生計を一にするもの
六　当該役員が役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものにあっては、その代表者又は管理人。以下この号及び次号において同
じ。）若しくは業務を執行する社員である他の同一の団体（社会福祉法人を除く。）の役員、業務を執行する社員又は職員（当該他の同一の団
体の役員、業務を執行する社員又は職員である当該社会福祉法人の評議員の総数の当該社会福祉法人の評議員の総数のうちに占める割合が、三
分の一を超える場合に限る。）
七　他の社会福祉法人の役員又は職員（当該他の社会福祉法人の評議員となっている当該社会福祉法人の評議員及び役員の合計数が、当該他の社会福祉法人の評議員の総数の半数を超える場合に限る。）
